
変動軸力を受けるＳＲＣ柱部材の変形性能とエネルギー吸収性能論文
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十字形鉄骨を内蔵したＳＲＣ柱部材が，水平力に比例した軸力変動の下で，断面主要旨：

軸方向水平力を受ける場合，および断面主軸と45゜方向水平力を受ける場合の静加力実験

を行い，変形性能とエネルギー吸収性能に及ぼす軸力変動幅の影響について比較検討した。

本実験においては，既往の実験より軸力変動幅を大きく取り，最大圧縮力を日本建築学会

ＳＲＣ計算規準の制限軸力を上回る値に設定した。双方とも，履歴ループがより強い逆Ｓ

字形の傾向を示し，最大耐力以降の耐力低下も大きく，軸力変動幅の増大による変形性能

の低下が認められたが，等価粘性減衰定数でみたエネルギー吸収性能はほぼ同等であった。

ＳＲＣ部材,十字形鉄骨,変動軸力,制限軸力，変形性能,エネルギー吸収性能キーワード：

1. はじめに1. はじめに1. はじめに1. はじめに

鉄骨鉄筋コンクリート（以下ＳＲＣと表記）

構造は，耐震性に優れた構造形式として，わが

国において中高層建物に広く採用されてきたが，

1995年兵庫県南部地震により初めて深刻な被害

を受けた 。一般的に，ＳＲＣ造建物は高層で1)

あり，地震時において下層階の柱は大きな変動

軸力を受ける。しかし，既往の実験研究の殆ど

は一定軸力を受ける場合のものであり，変動軸

力を受ける場合の研究は数少ない 。著者等2),3)

は，特に実験資料の不足している，十字形鉄骨

を用いたＳＲＣ柱部材が水平力に比例した軸力

変動の下で正負交番繰り返し水平力を受ける場

合の変形性能およびエネルギー吸収性能につい

て実験的な検討を行ってきた 。その結果，4)～6)

軸力が引張から圧縮に転じる際，履歴ループが

逆Ｓ字形の傾向を示し，エネルギー吸収性能が

低下する可能性があることが明らかとなった。

そこで，本論文においては，十字形鉄骨を内蔵

するＳＲＣ柱部材が，より大きな軸力変動を受

ける場合の静加力実験を行い，その変形性能お

よびエネルギー吸収性能についての基礎的デー

タを得るとともに，既往の実験結果との比較検

討を行うことを目的としている。なお，ＳＲＣ

造建物の外柱にはＴ字形，隅柱にはＬ字形等の

非対称断面鉄骨が用いられることが多い。しか

し，本研究においては，変動軸力の影響に焦点

を絞り，その影響を明らかにすること，および

ピロティーの上層階に耐震壁が存在する場合は

内柱も大きな変動軸力を受けること等から，十

字形鉄骨を用いた対称断面ＳＲＣ柱部材を研究

対象とした。

2. 実験概要2. 実験概要2. 実験概要2. 実験概要

2.1 試験体2.1 試験体2.1 試験体2.1 試験体

に示すように，既往実験に引き続いて，表-1表-1表-1表-1

No5，No.6の２体の試験体を計画した。試験体

の形状寸法を に示す。試験体は高層建築図-１図-１図-１図-１

物の下層階の柱を想定し，実構造物の1 4～1 5/ /

H-の縮小モデルとし，柱部には十字形鉄骨 (2

125×60×6×8)を，上下の加力スタブにはＨ形

鋼( 175×60×7.5×11)を内蔵している。鋼H-

材は，柱鉄骨が 400，鉄筋が 295である。SN SD

コンクリートは，設計基準強度21 ，粗骨N/mm2

材最大粒径15 の普通コンクリートとした。mm

使用材料の力学的性質を に示す。表-2(a)～(b)表-2(a)～(b)表-2(a)～(b)表-2(a)～(b)
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表-1 実験計画表-1 実験計画表-1 実験計画表-1 実験計画

載荷方法載荷方法載荷方法載荷方法2.2

に加力装置を示す。①は980 圧縮油図-2図-2図-2図-2 kN

圧ジャッキ，②は294 圧縮引張油圧ジャッkN

キ，③は490 圧縮引張油圧ジャッキであkN

る。本実験においては，試験体左右の２本の

油圧ジャッキ②により試験体上部の加力スタ

ブを水平に保持し，油圧ジャッキ①および②

により試験体柱部に所定軸力を作用させ，油

圧ジャッキ③により漸増振幅交番繰り返し水

平力を作用させた。また，水平力は， に図-1図-1図-1図-1

示すように，試験体 .5では断面の主軸方No

向，試験体 .6では断面の主軸と45゜をなすNo

方向に作用させた。

試験体には，地震時における柱降伏型骨組

の下層階柱を想定し，かつ手動式油圧ポンプ

図-3図-3図-3図-3の制御性能を勘案して，(1)式，および

に示すような変動軸力を作用させた。すなわ

ち，累加圧縮耐力の10％の長期軸力に相当す

る圧縮軸力240 に加えて,圧縮側の最大耐力kN

時においては，累加圧縮耐力の50％の圧縮軸

力1 2 00 ，引張側の最大耐力時においてkN

は，累加圧縮耐力の22％の引張軸力520 とkN

なるような，水平力に比例した変動軸力を作

用させた。

240＋5.78× ( ) (1)N= H kN

ここに， ：軸力(圧縮を正とする)， ：水N H

平力(正加力を正とする)である。

最大圧縮軸力は，日本建築学会ＳＲＣ計

算規準 における制限軸力(付録参照)を上回6)

るものである。なお，最大引張軸力は，実

験装置の能力から，520 を上限とした。kN

水平力の載荷履歴は，部材角 5,10,15,R=

試験体 軸力比 水平力方向 文献

No.1 +0.3～-0.1 主軸方向 2)
No.2 0.3(一定) 主軸方向 2)
No.3 +0.3～-0.1 主軸と45゜方向 3)
No.4 0.3(一定) 主軸と45°方向 3)

No.5 +0.5～-0.2 主軸方向 本論文
No.6 +0.5～-0.2 主軸と45゜方向 本論文

試験部分試験部分試験部分試験部分
2H-125X60X6X82H-125X60X6X82H-125X60X6X82H-125X60X6X8
4-D134-D134-D134-D13
HOOP D6@50HOOP D6@50HOOP D6@50HOOP D6@50

加力ｽﾀﾌﾞ部分加力ｽﾀﾌﾞ部分加力ｽﾀﾌﾞ部分加力ｽﾀﾌﾞ部分
H-175X60X7.5X11H-175X60X7.5X11H-175X60X7.5X11H-175X60X7.5X11
4-D22,10-D164-D22,10-D164-D22,10-D164-D22,10-D16

(No.5)(No.5)(No.5)(No.5)
8-D22,6-D168-D22,6-D168-D22,6-D168-D22,6-D16

(No.6)(No.6)(No.6)(No.6)
Stirrup D10Stirrup D10Stirrup D10Stirrup D10

図-1 試験体図-1 試験体図-1 試験体図-1 試験体

加力方向

試験体　No.5

試験体　No.6
H-125×60

4D-13

D6@50

45°

加力方向

×6×8

試験体　No.5

鉄筋

LC

試験体　No.6

鉄筋

鉄骨 鉄骨

表-2(a) 鋼材試験結果表-2(a) 鋼材試験結果表-2(a) 鋼材試験結果表-2(a) 鋼材試験結果

表-2(b) コンクリート試験結果表-2(b) コンクリート試験結果表-2(b) コンクリート試験結果表-2(b) コンクリート試験結果

降伏点 引張強さヤング係数
(MPa) (MPa) (GPa)

PL8 350 444 210 ﾌﾗﾝｼﾞ
PL6 387 487 206 ｳｪﾌﾞ
D13 367 512 183 主筋
D6 299 459 146 帯筋

鉄筋

種類 備考

鉄骨

圧縮強度 引張強度 ヤング係数 材齢
(MPa) (MPa) (ＧPa) (日)

 No.5
,No.6

32.2 2.75 23.1 39

試験体

図-2 加力装置図-2 加力装置図-2 加力装置図-2 加力装置

水平力

軸力 ① Oil jack

③ Oil jackOil jack Oil jack
② ②
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20, 40×10 . で各々2サイクルずつ，計10-3rad

サイクルの正負繰り返し載荷を行った後，正方

向に加力装置の限界まで載荷した。

2.3 測定方法2.3 測定方法2.3 測定方法2.3 測定方法

に，試験体 .5および .6の各々につ図-4図-4図-4図-4 No No

いて変位計取付位置を示す。上下加力スタブに

取り付けた測定治具を介して，変位計１，２に

より全体水平変形を,変位計３，４により軸変

形を各々測定した。さらに，全体水平変形，お

よび軸変形を柱部の内法高さ(800 )で除しmm

て，部材角および軸歪を各々求めた。また，

変位計５～16により測定した柱部各領域の軸方

向変形から各領域の曲率を計算し，柱部の曲

げ変形を求めた。さらに，両試験体ともに，鉄

骨および鉄筋に貼付した歪ゲージにより鋼材の

歪を測定した。

3. 実験結果および考察3. 実験結果および考察3. 実験結果および考察3. 実験結果および考察

3.1 破壊性状3.1 破壊性状3.1 破壊性状3.1 破壊性状

実験により得られたひび割れ発生荷重，最

表-4 表-4表-4 表-4表-4 表-4表-4 表-4大耐力等をまとめて に示す。なお，

中の荷重にはＰ Δ効果を考慮していない。ま-

た，最大耐力と建築学会ＳＲＣ計算規準 に7)

よる断面主軸方向の終局耐力計算値の比較を

に示す。試験体 .5， .6とも，±１サ表-5表-5表-5表-5 No No

イクルで曲げひび割れ，－１～＋２サイクル

でせん断付着ひび割れが発生し，正加力側で

は，＋７サイクルでコンクリートが圧壊して

最大耐力に達した後耐力が低下し， 6～6.5R=

×10 において最大耐力の80％を下回っ-2 rad

た。ただし，Ｐ Δ効果を考慮した断面耐力で-

は耐力低下は生じていない。一方，負加力側

においては，両試験体とも，部材角 4×1R =

0 においても耐力上昇が続いていた。ま-2 rad

た，最大耐力実験値と建築学会ＳＲＣ計算規

準による断面主軸方向の終局耐力計算値の比

較において，両試験体ともに，正加力側の最

大耐力では実験値が計算値を若干下回ったが，

負加力側においては上回っており，加力方向

の違いによる差は見られなかった。ただし，両

図-3 水平力－軸力関係図-3 水平力－軸力関係図-3 水平力－軸力関係図-3 水平力－軸力関係

-1500

-1000

-500

0

500

1000

1500

2000

2500

-200 -100 0 100 200
Ｈ(kN)

Ｎ
(
k
N
)

No.5,

No.6

No.1,

No.3

SRC規

準式
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表-4 各種荷重・変形等の実験結果表-4 各種荷重・変形等の実験結果表-4 各種荷重・変形等の実験結果表-4 各種荷重・変形等の実験結果

注１) 限界変形点：最大耐力の まで耐力が低下した点80%
負加力側は実験終了の時点で耐力の低下が認められな

かったため，正加力側のみ示した。

荷重 荷重

(kN) (kN)

曲げ 正 68.6 0.18 (+1) 88.7 0.27 (+1)
ひび割れ 負 -58.3 -0.26 (-1) -49.0 -0.20 (-1)
せん断付着 正 118 0.50 (+2) 111.0 0.50 (+2)
ひび割れ 負 -115 -1.00 (-3) -68.9 -0.35 (-1)

正 161 2.00 (+7) 165 2.00 (+7)
負 -159 -4.00 (-9) -160 -4.01 (-10)

限界 正 129 6.51 (+11) 133 6.05 (+11)

変形点 負 - - - - - -

No.5

最大耐力

No.6
変形 変形

(×10
-2
rad) (×10

-2
rad)

表-5 最大耐力表-5 最大耐力表-5 最大耐力表-5 最大耐力

最大耐力実験値 ＳＲＣ規準式
(kN) (kN)

No.5 正 161 166
(主軸方向加力) 負 -159 -145

No.6 正 165 166
(45゜方向加力) 負 -160 -145
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試験体とも，試験体 .1および .3(軸力比No No

0.3～ 0.1)と比較して最大耐力は低下した。+ -

なお，耐力計算は，危険断面が柱端にあるも

のとして行っている。

に±10サイクル（Ｒ＝ 4×10 .)終図-5図-5図-5図-5 -2 rad

了時におけるひび割れ状況を示す。 にお図-5図-5図-5図-5

いて，黒く塗りつぶした部分はコンクリート剥

落箇所を示している。両試験体とも，正加力時

に発生したせん断付着ひび割れ，および材端

部コンクリートの圧壊が顕著であった。これ

は，正加力時において，厳しい圧縮軸力を受

けるからであると考えられる。負加力側にお

いては正加力側よりひび割れ数が少なく，引張

軸力によるひび割れが支配的であった。

3.2 荷重－変形性状3.2 荷重－変形性状3.2 荷重－変形性状3.2 荷重－変形性状

に，±１サイクルにおける水平力－部材図-6図-6図-6図-6

角関係を示す。負加力側における初期剛性は，

正加力側における初期剛性と比較して小さくな

っている。これは，負加力側における軸力が正

加力側と比較して大幅に低いことが影響してい

るものと考えられる。

に，水平力－部材角関係を示す。両試験図-7図-7図-7図-7

体の履歴ループを見ると，正加力側においては

逆Ｓ字形の履歴ループを，負加力側においては

紡錘形の履歴ループを示しており，±３サイク

ル（Ｒ＝ 1×10 .)以降の繰り返しにおい-2 rad

て，負加力側の履歴ループ面積が正加力側と比

較して大きくなっている。これは，負加力側に

おいて支配的な引張軸力により材端部コンクリ

ート断面に生じる引張ひび割れの開閉の影響に

よるものと考えられる( 参照)。図-3図-3図-3図-3

最大耐力以後の耐力低下は両試験体に大差

はなく，限界変形角(最大耐力の80％に強度

2低下した時の部材角で定義) 6～6.5×10R =80 -

.であり，試験体 .1および .3(軸力比rad No No

0.3～ 0.1)と比較して変形性能は低下してい+ -

た 。しかし，前述のように，Ｐ－Δ効果に4)～6)

よる付加モーメントを考慮すると最終状態に

おいても耐力低下は殆どなく，ともに大きな

変形性能を示した( 参照)。図-7図-7図-7図-7

に各変位振幅における２回目の繰り返図-8図-8図-8図-8

(a)No.5(主軸方向加力) (b)No.6(45゜方向加力)
図-6 水平力－部材角関係(±１サイクル)図-6 水平力－部材角関係(±１サイクル)図-6 水平力－部材角関係(±１サイクル)図-6 水平力－部材角関係(±１サイクル)
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図-5 ひび割れ状況図-5 ひび割れ状況図-5 ひび割れ状況図-5 ひび割れ状況

試験体№5 ±10サイクル終了時 試験体№6 ±10サイクル終了時 

(a)No.5(主軸方向加力) (b)No.6(45゜方向加力)
図-7 水平力－部材角関係図-7 水平力－部材角関係図-7 水平力－部材角関係図-7 水平力－部材角関係
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しループに対する等価粘性減衰定数

ｈeqを示す。両試験体とも，ｈeq は

部材角 が大きくなるに従い増加しR

ており， 1～2×10 .においてはR= rad-2

負加力側の方が正加力側より大きかっ

た。これは，正加力側の履歴ループが

逆Ｓ字形であることに対応している。

ｈeqでみたエネルギー吸収性能は，試

験体 .1および .3(軸力比 0.3 ～No No +

0.1)と比較して，正加力側でほぼ同-

等，負加力側でやや大きかった 。4)～6)

に，水平力－曲げ変形角関係を図-9図-9図-9図-9

示す。曲げ変形角とは，試験体柱部の

曲げ変形により生じる部材角のことで

ある。両試験体ともに，曲げ変形は全

体変形の約60％を占めており，負加力

側と比較して正加力側の方がやや大き

くなっている( および 参照)。ま図-7 9図-7 9図-7 9図-7 9

た， に示した水平力－部材角関係図-7図-7図-7図-7

と同様に，負加力側の履歴ループ面積

が正加力側と比較してやや大きくなっている。

に軸歪－部材角関係を示す。両試験体図-10図-10図-10図-10

とも，±８サイクル（Ｒ＝2×10 )までは，-2 rad

ほぼ弾性的な挙動を示しているが，±９～１０

サイクル（Ｒ＝4×10 .)において負加力側-2 rad

からの除荷時に引張の残留軸変形が認められる。

しかし，正加力側における最大軸力比 0.5に+

伴うコンクリートの顕著な圧壊にもかかわらず，

一定軸力試験体 .2および .4(軸力比0.3)No No

において見られたような圧縮方向への軸変形の

累積は認められなかった 。4)～6)

3.3 歪性状3.3 歪性状3.3 歪性状3.3 歪性状

に上下柱端のＡおよびＢ断面における図-11図-11図-11図-11

歪分布を示す。試験体 .5においては，正加No

力側において最大耐力となる＋７サイクル（Ｒ

＝2×10 .)までに，主筋と鉄骨フランジは-2 rad

降伏している。一方，試験体 .6においては，No

±３サイクル（Ｒ＝1.5×10 .)において主-2 rad

筋の降伏が始まり，正加力側で最大耐力となる

＋７サイクルにおいて鉄骨フランジも降伏歪に

達している。また，試験体 .5においては平No

面保持が早い段階で崩れているが,試験体 .6No

においては，特に，正加力側において最大耐力

に達するまで，平面保持に近い歪分布が認めら

れる。

に，試験体下部C点における帯筋の歪－図-12図-12図-12図-12

部材角関係を示す。試験体 .5， .6ともに，No No

±１０サイクル（Ｒ＝4×10 .)まで，ほぼ-2 rad

弾性状態に留まっており，鉄骨，および主筋の

歪性状と併せて，両試験体とも曲げ降伏したと

考えられる。

4. 結論4. 結論4. 結論4. 結論

地震時における高層建物の下層階柱を想定し，

変動軸力(軸力比 0.5～ 0.2)の下で，断面の主+ -

軸方向および主軸と45゜方向の水平を受ける，

十字形鉄骨を内蔵したＳＲＣ柱部材の静加力実

験を行った。両試験体とも，歪性状からみて曲

げ破壊したと考えられる。軸力変動幅が小さい

場合(軸力比 0.3～ 0.1)と比較して，正加力側+ -

(a)No.5(主軸方向加力) (b)No.6(45゜方向加力)

図-9 水平力－曲げ変形角関係図-9 水平力－曲げ変形角関係図-9 水平力－曲げ変形角関係図-9 水平力－曲げ変形角関係
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図-10 軸歪－部材角関係図-10 軸歪－部材角関係図-10 軸歪－部材角関係図-10 軸歪－部材角関係
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における最大耐力以降の耐力低下は大

きく，変形性能の低下が認められた。

ただし，Ｐ－Δ効果を考慮した断面耐

力では耐力低下は殆ど見られなかっ

た。また，軸力変動幅が小さい場合と

比較して，正加力側の履歴ループの逆

Ｓ字形がより明瞭となったが，等価粘

性減衰定数でみたエネルギー吸収性能

は，正加力側でほぼ同等，負加力側で

はやや大きかった。

付録

ＳＲＣ柱の制限軸力 1は以下のよN

うに与えられる。

1≦ ･ ･ 3 2･ ･ 3N b D Fc/ + sA sfc/

ここに， ：断面幅， ：断面成， ：コンクb D Fc

リート設計基準強度， ：鉄骨断面積， ：sA sfc

鉄骨許容圧縮応力度
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注) 歪図示位置

(a)No.5(主軸方向加力)

(b)No.6(45゜方向加力)

図-12 帯筋の歪(C)図-12 帯筋の歪(C)図-12 帯筋の歪(C)図-12 帯筋の歪(C)
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図-11 鉄骨および主筋の歪図-11 鉄骨および主筋の歪図-11 鉄骨および主筋の歪図-11 鉄骨および主筋の歪
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